
（案）
令和 年 月 日

佐川町長 堀見 和道 様

佐川町上下水道運営委員会

委員長 永 田 耕 朗

水道料金改定率及び改定時期について（答申）

令和２年７月 28 日付け佐建第 358 号により諮問された標記の件について、下記のとおり答

申いたします。

記

１ 水道料金改定率

２０％の引き上げとすることを適当と認めます。

２ 改定時期

令和３年４月１日とすることを適当と認めます。

３ その他

（１）用途種別の区分

４区分から３区分に変更することを適当と認めます。

（営業用と団体用を統一し、家庭用以外として超過料金の額を同額とする。）

（２）料金表

新料金（消費税抜き）は、次のとおりとすることを適当と認めます。

基本料金及び超過料金（１箇月につき）

基本料金 超過料金（１㎥につき） 臨時用（１㎥につき）

（基本料金なし）８㎥まで 家庭用 家庭用以外

８５７円 １０６円 １３０円 ２１０円



メーター使用料（１箇月につき）

４ 附帯意見

水道は、住民生活に直結したものであり、利用者にとって水道料金の改定による影響は、

非常に大きいものであると考えられるが、今後の施設整備計画を着実に実施していくために

は、今回の水道料金の改定はやむを得ないと判断する。

人口減少や節水機器の普及などによる水需要の減少が想定される中、絶えず施設等の更新

が必要な状況を踏まえると、水道事業を安定的に経営していくためには、水道料金の適時適

切な検討、見直しが必要である。

今後とも安全で強靱な水道の持続を目指し、適切な事業運営に取り組んでいただきたい。

13mm 20mm 25mm 30mm 40mm 50mm 75mm

86 円 172 円 185 円 290 円 345 円 925 円 2,230 円



答申にあたって

１ 諮問について

水道事業は、人口減少や節水機器の普及などによる水需要の減少に伴い料金収入が減少す

る傾向にある一方、水道施設の耐震化を始めとする更新需要の増大により支出が増加する状

況にある。さらに、国の推進する上水道事業と簡易水道事業の統合などにより、今後より厳

しい事業運営となることが予測されている。

そのため、地方公営企業として独立採算制の原則のもと、料金収入の確保を検討する必要

が生じてきた。

このような状況の中、令和２年７月２８日、町長から佐川町上下水道運営委員会に対し、

「水道料金改定率」及び「改定時期」について諮問を受けた。本委員会では、７名の委員に

より審議を行い、高い安全性が求められる水道施設の適切な更新、経営の安定化、また将来

世代を含めた負担の公平性を見据え、慎重な審議を行い検討してきたところである。

２ 佐川町水道事業の状況

（１）経営状況

現行の料金では、減価償却費等の増加により令和３年度の給水原価（１２２．３円）が供

給単価（１０３．２円）を上回り、耐震化事業の国庫補助金の採択要件である「料金回収率

１００パーセント以上」を達成できなくなるおそれがある。また、令和５年度には純損失も

見込まれ、今後もこうした状況が続くと内部留保資金が枯渇するおそれがある。

（２）施設の状況

本町の水道事業は、昭和２７年度の事業創設以来、徐々に給水区域を拡張しながら、現在

では給水区域面積６０．５８平方キロメートルに及んでいる。水道管路の総延長は、１３７

キロメートルで、そのうち約２２％が法定耐用年数（４０年）を経過しており、全国平均の

１７．８％を上回っている。

管路は、事故発生時の影響が大きい基幹管路を優先的に耐震化の取り組みが行われている

が、それ以外の配水支管については、まだまだ対応が追いついていない状況である。そのた

め、年々有収率が低下しており漏水防止のための対策にも注力する必要がある。

（３）企業債残高の状況

企業債の残高は、平成１９年度に公的資金補償金免除の繰上償還制度を活用し、繰上償還

を行ったことに加え、新規企業債の発行を抑制してきたことから減少傾向にある。



３ 料金改定について

水道事業は、住民生活や事業活動を支える重要なライフラインであり、いつでも安全で安

心な水を安定的に供給することが使命である。

また、地方公営企業として公共の福祉の増進と独立採算制のもと、安定経営を目指し受益

者負担の適正化を図るために検討を行った。

（１）経費削減の取り組み

料金改定の検討に入る前に経費削減策として、検針の隔月化の検討を行った。隔月検針の

実施により、年間約２５０万円の経費の削減が見込まれている。

また、請求については利用者の負担感を軽減するため、検針水量を２分割し毎月請求する

ことを提案した。

（２）平均改定率

平均改定率は、施設整備計画に基づく建設改良費、財政シミュレーション、内部留保資金

の残高を踏まえ、現行の供給単価１立方メートル当たり１０３．２円を１２３．８円とし、

２０％引き上げることを適当とした。

（３）料金体系の考え方

今回の料金改定に合わせ種別の簡素化を図るため、営業用と団体用の超過料金を統一し、

負担の公平性を図ることを適当とした。

４ 改定の時期について

料金回収率 100%以上を維持していくためにも、令和３年度の早期に改定する必要がある

ため、令和３年４月１日から使用する水量の料金に適用することが望ましい。

５ 今後の水道料金の検討について

今後の水道事業の経営にあたっては、社会情勢や水需要の動向などに応じた適切な料金水

準となるよう、定期的な検討をされたい。



附 属 資 料

１ 諮問書（写し）

２ 佐川町上下水道運営委員会委員名簿

３ 委員会の開催状況





佐川町上下水道運営委員会 委員名簿

（敬称略 五十音順）

氏 名 備 考

委員長 永田 耕朗 佐川地区

副委員長 藤原 健祐 佐川地区

委員 伊藤 みどり 黒岩地区

委員 岡村 統正 尾川地区

委員 松浦 隆起 斗賀野地区

委員 眞辺 千津子 斗賀野地区

委員 横畠 美和 加茂地区



佐川町上下水道運営委員会 開催状況

開催日時及び会場 審議内容等

第１回 令和２年７月２８日（火）

９：３０～１０：３５

会場：佐川町役場 ３階 委員会室

町長から委員会へ諮問

水道料金の適正化について

（１）経営計画の概要説明

（２）水道料金の適正化について

（３）今後の開催スケジュールの確認

第２回 令和２年８月３１日（月）

９：３０～１１：０５

会場：佐川町役場 ３階 委員会室

令和元年度決算について

水道料金の適正化について

（１）水道料金体系の概要

（２）水道料金の構造別割合

（３）料金改定検討のポイント

第３回 令和２年９月２９日（火）

９：３０～１０：１５

会場：佐川町商工会 ２階 会議室

水道料金の適正化について

（１）これまでの審議内容のまとめ

（２）水道料金の具体的改定（案）

（３）答申書の作成について

第４回 令和２年１０月１４日（水）

９：３０～

会場：佐川町商工会 ２階 会議室

水道料金の適正化について

答申（案）について


